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経営戦略 モノづくり戦略

タイプ 社会の変化
気候変動関連のリスクと機会が組織の事業、

戦略、財務計画に及ぼす影響
（●リスク/●機会）

対応策
（◎は重点化領域）

政策/法的 GHG排出規制の強化 ● GHG削減諸対応による減価償却費等、
諸コストが発生

・インターナルカーボンプライシン
グ（ICP）制度導入

政策/法的
炭素税導入に伴う操
業コスト増（サプライ
チェーン含）

● 炭素税導入に伴い操業コストが増加

◎ 自家発電設備の早期燃料転換
・既存の製造工程での継続的な省

エネ
・プロセス革新
・再生可能エネルギー・低CO2排

出係数電力の活用
・インターナルカーボンプライシン

グ（ICP）制度導入

技術
サーキュラーエコノ
ミーの加速

◎ カネカ生分解性バイオポリマー 
Green Planet®の量産・用途
拡大

◎ 二酸化炭素と水素からカネカ生
分解性バイオポリマー Green 
Planet®を生産する研究開発
の促進

・再生材の利用拡大

市場
バイオマス由来樹脂の
需要増加と石化系樹
脂の需要低下

技術
原材料・エネルギー源
の低炭素化

● 原油等の価格変動により燃料コストが
変動

◎ 自家発電設備の早期燃料転換
・既存の製造工程での継続的な省

エネ
・再生可能エネルギー・低CO2排

出係数電力の活用

●
輸送車における脱炭素技術の導入やク
レジット購入コストの転嫁に伴い、購入
運賃や販売運賃が増加

・調達方針の見直し
・サプライチェーンマネジメントの

強化

市場

再生可能エネルギー、
エネルギーネット
ワーク、省エネ関連製
品の需要増加

● ZEB・ZEH 向け資材の需要が拡大

◎ 太陽光発電関連製品の充実・
拡大

・自己託送・マイクログリッドの拡
大

・住宅用断熱材（カネライト
フォーム®）の充実・拡大

・蓄電池の開発

急性

異常気象による自社工
場・サプライチェーン
への影響

●

集中豪雨での洪水や渇水による自社工
場の生産停止、サプライチェーン寸断な
どによる売上の機会が喪失、建物被害
の増加

・グループ拠点の水リスクの把握
・BCPの定期的な見直し

異常気象による災害に
備えた建築建材需要
の増加

● 気象災害による被害を軽減させる建築
建材製品の売上が増加

・盛土用発泡体（カネパール®・カ
ネライトフォーム®）の展開

TCFDに沿った情報開示

カーボンニュートラル（CN）

カネカは2021年3月に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言への賛同を表明しました。

ガバナンス
気候変動に関するリスクと機会は、信頼の生産力セ
ンター 品質・地球環境センターが、掌理しています。
気候変動に関するリスクやその予防策の策定では、
事業部門・生産部門・研究部門と協議の上、品質・
地球環境センターから取締役副社長を本部長とす
るTask Force「Sustainability（SX）本部」へ提案・
審議され、各部門と協業しながら対処していきます。
特にカーボンニュートラルに係るモノづくり戦略に
ついては、 Task Force「Sustainability（SX）本部」

の傘下にあるDX・CN Committeeが、事業部、ス
タッフ部門、工場、研究所、グループ会社と連携し
ながら、モノづくり領域のDXとカーボンニュート
ラルを一体とした取り組みを推進します。DX・CN 
Committeeでの活動は、Task Force「Sustainability

（SX）本部」へ報告され、今後の活動方針が審議・
決定され、事業計画などへ反映されます。
特に重要性の高い案件は取締役会に報告されます。

リスクマネジメント
気候変動に関わるリスクと機会は、品質・地球
環境センターが中心となってシナリオ分析を行
い、事業に係る対応策は事業部門と共有し事業

計画に反映します。生産に係る対応策はDX・CN 
Committee、生産DX・CNプロジェクト会議へ提
案、審議されます。

指標および目標
カネカグループは2050年までにカーボンニュート
ラルを実 現します。そのマイルストーンとして、
2030年にGHG排出量30％削減（2013年度比）
を目標として設定しました。2023年度のカネカグ
ループのScope1とScope2のGHG排出量合計は、
1,513千トンCO2e（2013年度比97.9％）でした。

カネカ単体のScope3排出量は3,006千トンCO2e
でした。
2022年度よりグループ会社のScope3排出量の算
定範囲を段階的に広めています。今後は、Scope3
排出量削減方針を検討する予定です。
2023年度までの実績は、公式HPをご覧ください。

特に重大な気候変動関連のリスクと機会の事業インパクトと対応策

戦略
気候変動のリスクと機会について、当社にとって特
に重大と判断したものを右表にまとめています。
2023年度は、太陽光発電の普及、バイオマスプラ
スチックの利用拡大、廃棄物有効活用の需要増加

について、当社の重要度の高い事業機会として1.5℃
シナリオ／4℃シナリオで分析を行い、関係部門に
共有しました。主な対応策は事業計画に組み込ま
れており、継続して取り組みを進めることとしました。

●
石化由来包装用プラスチックの生産量
に対する課税が行われ、仕入れコスト
が増加

●
生分解性プラスチックをはじめ、循環型
社会の実現に貢献する製品、低炭素・
脱炭素関連製品の需要が拡大




